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(57)【要約】
【課題】  温度が著しく変化するような、動的環境にお
ける温度測定誤差を最小限にするとともに、小型の赤外
線温度計を設計することを可能とする赤外線温度計に用
いるプローブを提供する。
【解決手段】  ウェーブガイド５１と、ウェーブガイド
５１に熱的に接続された第１のヒートシンク５２と、ウ
ェーブガイド５１内を伝わる熱放射を検知するととも
に、上記第１のヒートシンク５２とは間隙５９を介して
配設される赤外線センサ５４と、赤外線センサ５４に熱
的に接続された第２のヒートシンク５３と、第１のヒー
トシンク５２と第２のヒートシンク５３との間に配設さ
れ、熱抵抗を上昇させる少なくとも１つの第１のシリコ
ンフィルム５５とを備えている。
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【特許請求の範囲】
【請求項１】赤外線温度計に用いるプローブにおいて、
ウェーブガイドと、
上記ウェーブガイドに熱的に接続された第１のヒートシ
ンクと、
上記ウェーブガイド内を伝わる熱放射を検知するととも
に、上記第１のヒートシンクとは間隙を介して配設され
る赤外線センサと、
上記赤外線センサに熱的に接続された第２のヒートシン
クと、
上記第１のヒートシンクと上記第２のヒートシンクとの
間に配設され、熱抵抗を上昇させる少なくとも１つの第
１のシリコンフィルムとを備えていることを特徴とする
プローブ。
【請求項２】上記赤外線センサは、弾性が大きく、熱伝
導率が低い少なくとも１つのＯリングを用いることによ
り、上記第１のヒートシンクから上記赤外線センサを断
熱状態とすることを特徴とする請求項１に記載のプロー
ブ。
【請求項３】上記赤外線センサと上記第２のヒートシン
クとの間に、少なくとも１つの第２のシリコンフィルム
が配設されていることを特徴とする請求項１または２に
記載のプローブ。
【請求項４】上記第１のヒートシンクと上記第２のヒー
トシンクとがネジ止めされていることを特徴とする請求
項１ないし３のいずれか１項に記載のプローブ。
【請求項５】上記第１のヒートシンクと第２のヒートシ
ンクとは、亜鉛または亜鉛合金により形成されているこ
とを特徴とする請求項１ないし４のいずれか１項に記載
のプローブ。
【請求項６】赤外線温度計に用いるプローブにおいて、
ウェーブガイドと、
上記ウェーブガイドに熱的に接続された第１のヒートシ
ンクと、
上記ウェーブガイド内を伝わる熱放射を検知し、上記第
１のヒートシンクとは間隙を介して配設されるととも
に、サーミスタと、熱電対チップと、基板とを有する一
方、上記サーミスタと上記基板との間に、熱伝導率が低
い基材が配置されている赤外線センサと、
上記赤外線センサに熱的に接続された第２のヒートシン
クとを備えていることを特徴とするプローブ。
【請求項７】上記の熱伝導率が低い基材は、シリコンか
らなることを特徴とする請求項６に記載のプローブ。
【請求項８】上記赤外線センサは、弾性が大きく、熱伝
導率が低い少なくとも１つのＯリングを用いることによ
り、上記第１のヒートシンクから上記赤外線センサを断
熱状態とすることを特徴とする請求項６または７に記載
のプローブ。
【請求項９】上記第１のヒートシンクと上記第２のヒー
トシンクとがネジ止めされていることを特徴とする請求*
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*項６ないし８のいずれか１項に記載のプローブ。
【請求項１０】上記第１のヒートシンクと第２のヒート
シンクとは、亜鉛または亜鉛合金により形成されている
ことを特徴とする請求項６ないし９のいずれか１項に記
載のプローブ。
【請求項１１】赤外線温度計に用いるプローブにおい
て、
ウェーブガイドと、
上記ウェーブガイドの周囲を保持する第１のヒートシン
クと、
上記ウェーブガイド内を伝達される放射熱を検知する赤
外線センサと、
上記第１のヒートシンクと上記赤外線センサとの間を断
熱する第１の断熱手段とを備えていることを特徴とする
プローブ。
【請求項１２】上記赤外線センサに蓄積された熱を放熱
する第２のヒートシンクを備えていることを特徴とする
請求項１１に記載のプローブ。
【請求項１３】上記第１のヒートシンクと上記第２のヒ
ートシンクとの間を断熱する第２の断熱手段を備えてい
ることを特徴とする請求項１２に記載のプローブ。
【請求項１４】上記赤外線センサは、熱電対チップと、
サーミスタと、基板とを備え、
上記熱電対チップは、上記基板上に配設される一方、
上記サーミスタは、上記基板上に第３の断熱手段を介し
て配設されていることを特徴とする請求項１１ないし１
３のいずれか１項に記載のプローブ。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】本発明は、赤外線温度計、特
に赤外線耳温計に用いるプローブに関するものであり、
特に、温度が著しく変化する可能性があるような動的環
境に適したプローブに関するものである。
【０００２】
【従来の技術】赤外線耳温計等の赤外線温度計は、人間
の体温を測るために広く用いられている。赤外線温度計
を用いる際には、プローブを外耳道内に配置するととも
に、鼓膜とその近くの組織から放射される熱が、ウェー
ブガイドを介して赤外線センサに向けられる。そして、
接触式温度センサにより赤外線センサの温度を探知し、
電気回路がステファンボルツマンの法則にしたがって赤
外線検知器の信号と接触式温度センサとを処理する。こ
のようにして、計算された人間の体温が液晶パネルに表
示される。
【０００３】近年、赤外線温度計は赤外線検知器を備え
るものであり、該赤外線検知器は、同一の金属容器（ca
n ）内に内包されるとともに同一の基板上に配設され
た、熱電対チップとサーミスタとを備えている。このよ
うな構成は、熱電対チップの冷接点温度（cold junctio
n temperature ）を、サーミスタが探知し続けるように
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することを目的としている。サーミスタの温度時定数
（thermal time constant）が熱電対チップの温度時定
数と異なっている場合、温度計が時間的な温度変化が著
しいような環境において用いられていると、測定誤差が
生じやすくなる。
【０００４】米国特許第4,895,164 号には、ウェーブガ
イドと赤外線検知器とを備えるプローブアッセンブリが
開示されており、該プローブアッセンブリは伝熱ブロッ
クにより周囲の温度と等温状態であるように維持されて
いる。この技術の欠点は、実質的に大きな伝熱ブロック
が必要となることである。さらに、プローブアッセンブ
リの設計においては、等温状態は必ずしも必要ではな
い。大半のウェーブガイドの表面は、反射率が非常に高
く、かつ放射率が非常に低い金の層で被覆されているの
で、赤外線検知器アッセンブリは、赤外線検知器とウェ
ーブガイドとの間に温度差があっても、ウェーブガイド
の内壁より放射される微量の熱放射を探知する。
【０００５】米国特許第6,152,595 号には、放射センサ
（熱電対）と、ウェーブガイドと、熱的に接続された構
成とを備えているプローブアッセンブリが開示されてい
る。ステファンボルツマンの法則からも理解できるよう
に、熱電対チップの冷接点温度を検知する接触式温度セ
ンサ（サーミスタ）を用いずにプローブアッセンブリを
構成することは困難である。温度計が動的な環境で用い
られている場合、熱電対センサとサーミスタとの間の温
度時定数の違いを考慮しないと、測定誤差が発生するこ
とは避けられない。さらに、上記の熱的に接続された構
成は５つの部分からなっているので、製造プロセスが複
雑になる。 *
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*【０００６】図８に示すように、従来の赤外線温度計の
プローブ１０は、ウェーブガイド１１と、伝熱ブロック
１２と、赤外線検知器アッセンブリ１３とを備えてい
る。図９に示すように、赤外線検知器アッセンブリ１３
は、金属容器２１と、赤外線フィルタ２２と、熱電対チ
ップ２３と、サーミスタ２４と、基板２５と、リード線
２６とを備えている。ウェーブガイド１１を介して伝え
られる熱放射は、最初に赤外線フィルタ２２を通過し、
熱電対チップ２３により検知される。そして、サーミス
タ２４と熱電対チップ２３とは基板２５上に配設されて
いるので、熱電対チップ２３の冷接点温度は、サーミス
タ２４の温度として検知される。
【０００７】赤外線温度計はステファンボルツマンの法
則に従い、以下の式（１）のように対象物の温度Ｔｓを
計算する。
【０００８】
【数１】

【０００９】式（１）中、Ｔtpは熱電対チップ２３の冷
接点温度を表し、Ｑは熱放射源に対する熱電対チップ２
３の応答を表し、ＫＣは較正係数を示す。しかしなが
ら、熱電対チップ２３の冷接点温度Ｔtpは、サーミスタ
２４の温度をモニタすることにより得ることができる。
それゆえ、対象物の温度Ｔｓ’は、以下の式（２）に基
づき、赤外線温度計により計算される。
【００１０】
【数２】

【００１１】式（２）中、Ｔthはサーミスタ２４により
測定される温度を表し、Ｑは熱放射源に対する熱電対チ
ップ２３の応答を表し、ΔＱはウェーブガイド１１に対
する熱電対チップ２３の応答を表している。ΔＱは以下
の式（３）により表現することができる。
【００１２】
【数３】

【００１３】∈ｗはウェーブガイド１１の放射率を表
し、Ｃｗは結合係数を表している。測定誤差ΔＴｓは、
以下の式（４）により表される。
【００１４】
【数４】

【００１５】すなわち、周囲の温度が安定している静的
な環境下においては、Ｔth(t)=Ｔtp(t)=Ｔwg(t) ，ΔＱ
＝０であって、なおかつ測定誤差ΔＱはゼロに等しい。
対照的に、周囲の温度が変化する動的な環境下において
は、Ｔth(t) ≠Ｔtp(t) ≠Ｔwg(t) ，ΔＱ≠０であっ
て、なおかつ測定誤差が発生する。

【００１６】図１０は、図８に示すプローブの等価モデ
ルが温度に応答する状態を示している。図１０中、Ｔam
b(t)は環境温度を表し、Ｒhsは伝熱ブロックの熱抵抗を
表し、Ｃhsは伝熱ブロックの熱容量を表し、Ｔwg(t) は
ウェーブガイドの温度を表し、Ｒthはサーミスタの温度
抵抗を表し、Ｃthはサーミスタの熱容量を表し、Ｔth
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(t) はサーミスタの温度を表し、Ｒtpは熱電対チップの
冷接点の温度抵抗を表し、Ｃtpは熱電対チップの冷接点
の熱容量を表し、Ｔtp(t) は熱電対チップの冷接点温度
を表す。
【００１７】図１１は、図８のプローブの測定誤差を示
す。図中、線４１は環境におけるＴamb(t)の温度変化を
表しており、ステップ関数として表されている。曲線４
２はサーミスタにおけるＴth(t) の温度変化を表してお
り、曲線４３は熱電対チップの冷接点におけるＴtp(t) 
の温度変化を表している。
【００１８】
【発明が解決しようとする課題】ここで、サーミスタの
熱抵抗は熱電対チップのものよりも小さいので、サーミ
スタの温度時定数τth（τth＝Ｒth×Ｃth）は、熱電対
チップの温度時定数τtp（τtp＝Ｒtp×Ｃtp）よりも小
さく、温度変化に対するサーミスタの応答は、温度変化
に対する熱電対チップの応答よりも早い。すなわち、従
来技術の温度計では、システムが安定する前に、測定誤
差が生じてしまう。
【００１９】それゆえ、どのようにして、時間遅れを伴
なわず、サーミスタに熱電対チップの冷接点温度を正確
に検知させるかという重大な問題が生じる。
【００２０】本発明の主な目的は、動的な環境において
熱放射源の温度を正確に測定することができる、赤外線
温度計に用いるプローブを提供することにある。
【００２１】本発明の第２の目的は、容易に製造するこ
とができ、従来のものより小型の赤外線温度計に用いる
プローブを提供することにある。
【００２２】本発明の第３の目的は、動的な環境におい
て不安定な時間を短縮することできる、赤外線温度計に
用いるプローブを提供することにある。
【００２３】
【課題を解決するための手段】上記の目的を達成するた
め、本発明は赤外線温度計に用いるプローブを開示して
いる。本発明のプローブは、熱伝導理論を利用するとと
もに、サーミスタを熱電対チップにおける実際の冷接点
温度に対して正確かつ素早く応答させる。これにより、
動的な環境において許容できるレベルまで測定誤差を低
減することができる。
【００２４】すなわち、本発明は、赤外線温度計に用い
るプローブにおいて、ウェーブガイドと、上記ウェーブ
ガイドに熱的に接続された第１のヒートシンクと、上記
ウェーブガイド内を伝わる熱放射を検知するとともに、
上記第１のヒートシンクとは間隙を介して配設される赤
外線センサと、上記赤外線センサに熱的に接続された第
２のヒートシンクと、上記第１のヒートシンクと上記第
２のヒートシンクとの間に配設され、熱抵抗を上昇させ
る少なくとも１つの第１のシリコンフィルムとを備えて
いることを特徴としている。なお、「熱的に接続されて
いる」とは、一方の部材と他方の部材とが接触等してお
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り、一方の部材から他方の部材へ熱が伝えられ得る状態
を指している。
【００２５】また、本発明は、上記構成のプローブにお
いて、上記赤外線センサと上記第２のヒートシンクとの
間に、少なくとも１つの第２のシリコンフィルムが配設
されていることを特徴としている。
【００２６】また、本発明は、赤外線温度計に用いるプ
ローブにおいて、ウェーブガイドと、上記ウェーブガイ
ドに熱的に接続された第１のヒートシンクと、上記ウェ
ーブガイド内を伝わる熱放射を検知し、上記第１のヒー
トシンクとは間隙を介して配設されるとともに、サーミ
スタと、熱電対チップと、基板とを有する一方、上記サ
ーミスタと上記基板との間に、熱伝導率が低い基材が配
置されている赤外線センサと、上記赤外線センサの温度
変化を低減させるために上記赤外線センサに熱的に接続
された第２のヒートシンクとを備えていることを特徴と
している。上記の熱伝導率が低い基材は、シリコンから
なっていてもよい。
【００２７】また、本発明は、上記構成のプローブにお
いて、上記赤外線センサが、弾性が大きく、熱伝導率が
低い少なくとも１つのＯリングを用いることにより、上
記第１のヒートシンクから上記赤外線センサを断熱状態
とすることを特徴としている。
【００２８】また、本発明では、上記第１のヒートシン
クと上記第２のヒートシンクとがネジ止めされていても
よい。また、上記第１のヒートシンクと第２のヒートシ
ンクとは、亜鉛または亜鉛合金により形成されているこ
とが好ましい。
【００２９】
【発明の実施の形態】図１は、本発明の第１の実施形態
に係る赤外線温度計に用いるプローブ５０を示してい
る。プローブ５０は、ウェーブガイド５１と、第１のヒ
ートシンク（第２の断熱手段）５２と、第２のヒートシ
ンク（第２の断熱手段）５３と、赤外線センサ５４と、
Ｏリング（第１の断熱手段）５８と、第１のシリコンフ
ィルム５５と、第２のシリコンフィルム５６とを備えて
いる。
【００３０】ウェーブガイド５１は、鼓膜およびその近
辺の組織から放射される熱を赤外線センサ５４に向けて
おり、対応する電気信号を発生する。赤外線センサ５４
は、体温を表示するために、計算回路（図示せず）に電
気信号を出力する。第１のヒートシンク５２は、ウェー
ブガイド５１の温度変化を低減するため、ウェーブガイ
ド５１に熱的に接続されている。ウェーブガイド５１の
表面が高反射率の金からなる層により被覆されている場
合、第１のヒートシンク５２の熱量が相対的に減少す
る。第２のヒートシンク５３は、赤外線センサ５４の温
度変化を低減させるため、赤外線センサ５４に熱的に接
続されている。より良い放熱効果を得るため、第１のヒ
ートシンク５２と第２のヒートシンク５３とは、良好な
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7
熱伝導率と大きな比熱とを有する材料、たとえば、アル
ミニウム、亜鉛、あるいはそれらの合金により形成する
ことが可能である。
【００３１】第１のヒートシンク５２から赤外線センサ
５４への熱伝導を防止するため、第１のヒートシンク５
２は赤外線センサ５４とは、間隙５９を介して断熱状態
にある。さらに、外耳道に挿入されてプローブが温めら
れた場合、第１のヒートシンク５２の温度は、第２のヒ
ートシンク５３の温度とは異なるものとなり、上記の２
つのヒートシンク間に熱伝導が発生する。
【００３２】また、熱電対チップ２３の冷接点温度をサ
ーミスタ２４が検知することができるように、第１のヒ
ートシンク５２と第２のヒートシンク５３との間には、
低熱伝導率であって０．３ｍｍの厚さの第１のシリコン
フィルム５５を備えることが可能である。これにより、
等価モデルの熱抵抗効果を向上することができる。
【００３３】もちろん、低伝導率の第２のシリコンフィ
ルム５６を、赤外線センサ５４と第２のヒートシンク５
３との間に配設することも可能である。これにより、等
価モデルの熱抵抗率を向上することができる。近年、弾
力性が良好であって、なおかつ伝導性がほとんどないＯ
リング５８を用いて、赤外線センサ５４と第１のヒート
シンク５２とを隔離するとともに、互いに直接熱を伝え
合うことを防止している。２つのネジ５７は、第１のヒ
ートシンク５２と第２のヒートシンク５３とを締結する
ために用いられている。これらの２つのネジは、ナイロ
ン製のものであってもよい。
【００３４】図２は、温度に応答する図１に示したプロ
ーブの等価モデルである。明らかに、第１のヒートシン
ク５２と、第１のシリコンフィルム５５と、第２のヒー
トシンク５３と、第２のシリコンフィルム５６とを介し
て、赤外線センサ５４内部に熱が伝わる。従来技術と比
較して、本発明は熱伝導速度を低減させることができ、
サーミスタ２４と熱電対チップ２３との両方を、動的な
環境における温度変化に対して同時に反応させることが
できる。
【００３５】図３は、本発明の第２の実施形態に係る赤
外線温度計のプローブ７０を示している。第２の実施形
態に係るプローブ７０と、図１に示した赤外線温度計の
プローブ５０との異なる点は、プローブ７０が、第１の
シリコンフィルム５５と第２のシリコンフィルム５６と
を備えていない点である。熱電対チップ２３の冷接点に
近づくようにサーミスタ２４の時定数を上昇させるとい
う目的を達成するために、本発明は、図４に示すよう
に、赤外線センサ７１の内部構造を変化させる。
【００３６】図４は、本発明に係る赤外線センサを示し
ている。図９に示した赤外線センサ１３との相違点は、
等価モデルの熱抵抗効果を向上するため、低伝導率（シ
リコン基板等）の基材（第３の断熱手段）８７が、サー
ミスタ８４と赤外線センサ７１の基板８５との間に配設
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されていることである。本発明の第１の実施形態のよう
に、基板８５は第２のヒートシンク５３に熱的に接続さ
れている。
【００３７】図５は、図３に示したプローブ７０の等価
モデルが温度に応答する状態を示している。ブロック９
１は、等価熱抵抗Ｒhsと等価熱容量Ｃhsとからなり、第
１のヒートシンク５２と第２のヒートシンク５３とから
なるモデルを表している。熱抵抗Ｒsbは赤外線センサ７
１を表しており、熱容量Ｃsbは基材８７を表しており、
熱抵抗Ｒsbと熱容量Ｃsbとはサーミスタ８４を表してお
り、熱抵抗Ｒtpと熱容量Ｃtpとは熱電対チップ８３を示
す。従来技術に比較して、本発明のサーミスタ８４（基
材８７を含む）は、温度時定数が大きく、その温度時定
数が熱電対チップ８３の冷接点温度の時定数と非常に近
いという性質がある。
【００３８】図６は、図３に示すプローブの温度曲線を
示す。同図中、線１０１は周囲の温度Ｔamb(t)の温度変
化を表しており、ステップ関数として表現されている。
曲線１０２はサーミスタにおけるＴth(t) の温度変化を
表しており、曲線１０３は熱電対チップの冷接点におけ
るＴtp(t) の温度変化を表している。サーミスタの温度
時定数は、熱電対チップの冷接点温度と近似しているた
め、動的な周囲の温度を測定する際に、熱電対チップの
冷接点温度の温度時定数を表すサーミスタの温度を利用
しても、非常に微小な誤差が生じるだけである。
【００３９】図７（ａ）は、従来技術における、サーミ
スタと熱電対チップとの間の温度差の時間変化をシミュ
レーションしたグラフである。このシミュレーションモ
デルでは、温度時定数τtpは２００ｍｓであって、τth
は１００ｍｓであると仮定する。曲線１１１はヒートシ
ンクの温度時定数が２００ｍｓである場合を表し、曲線
１１２はヒートシンクの温度時定数が２００ｍｓである
場合を表し、曲線１１３はヒートシンクの温度時定数が
４００ｍｓである場合を表し、曲線１１４はヒートシン
クの温度時定数が８００ｍｓである場合を表し、曲線１
１５はヒートシンクの温度時定数が１６００ｍｓである
場合を表している。
【００４０】図７（ａ）からわかるように、従来技術の
赤外線温度計を動的な環境において用いた場合、サーミ
スタと熱電対チップとの温度差は大きくなり、温度平衡
状態に到達するまでに長い時間を要する。
【００４１】図７（ｂ）は、本発明に係る、サーミスタ
と熱電対チップの冷接点との温度差の時間変化を示すグ
ラフである。本発明の第２の実施形態ではサーミスタの
温度時定数を上昇させている（本実施の形態ではτthは
１９０ｍｓに等しい）ので、動的な環境において、サー
ミスタと熱電対チップとの温度差がわずかであり、短時
間で温度平衡状態に到達する。すなわち、本発明は熱電
対チップの冷接点温度を正確に測定することができるば
かりでなく、動的な環境における温度が不均一な時間を
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低減することができる。
【００４２】上記の本発明の実施形態は、実例となるこ
とを目的とするのみである。種々の実施形態を、本発明
の精神を逸脱することなく当業者によって創作すること
が可能である。
【００４３】なお、本発明のプローブは、赤外線温度計
に用いるプローブにおいて、ウェーブガイドと、上記ウ
ェーブガイドの周囲を保持する第１のヒートシンクと、
上記ウェーブガイド内を伝達される放射熱を検知する赤
外線センサと、上記第１のヒートシンクと上記赤外線セ
ンサとの間を断熱する第１の断熱手段とを備えている構
成であってもよい。上記の第１の断熱手段は、第１のヒ
ートシンクと赤外線センサとの間に挟持されたＯリング
であることが好ましい。
【００４４】また、本発明のプローブは、上記構成のプ
ローブにおいて、上記赤外線センサに蓄積された熱を放
熱する第２のヒートシンクを備えている構成であっても
よい。さらに、上記第１のヒートシンクと上記第２のヒ
ートシンクとの間には、シリコンフィルム等の第２の断
熱手段が備えられていることが好ましい。
【００４５】また、本発明の上記構成のプローブにおい
て、上記赤外線センサは、熱電対チップと、サーミスタ
と、基板とを備え、上記熱電対チップは、上記基板上に
配設される一方、上記サーミスタは、上記基板上に第３
の断熱手段を介して配設されている構成であってもよ
い。第３の断熱手段は、熱伝導率が低い基材、たとえば
シリコンであることが好ましい。
【００４６】
【発明の効果】本発明によれば、以上のように、サーミ
スタを熱電対チップにおける実際の冷接点温度に対して
正確かつ素早く応答させる。これにより、動的な環境に
おいて熱放射源の温度を正確に測定することができる。
さらに、従来のものよりも小型のプローブを提供するこ
とができるとともに、動的な環境において温度が不均一
な時間を低減することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態に係る、赤外線温度計
に用いるプローブの構成を示す断面図である。
【図２】図１のプローブの等価モデルが周囲の温度に応
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答する状態を示すブロック図である。
【図３】本発明の第２の実施形態に係る、赤外線温度計
に用いるプローブの構成を示す断面図である。
【図４】本発明に係る赤外線センサを示す側面図であ
る。
【図５】図３のプローブの等価モデルが周囲の温度に応
答する状態を示すブロック図である。
【図６】図３に示すプローブの温度曲線を示すグラフで
ある。
【図７】（ａ）は、従来技術におけるサーミスタと熱電
対チップとの間の温度差の時間変化を示すグラフであ
り、（ｂ）は、本発明に係る、サーミスタと熱電対チッ
プの冷接点との温度差の時間変化を示すグラフである。
【図８】赤外線温度計に用いる従来のプローブの構成を
示す断面図である。
【図９】従来の赤外線検知器アッセンブリの構成を示す
側面図である。
【図１０】図８のプローブの等価モデルが温度に応答す
る状態を示すブロック図である。
【図１１】図８のプローブの測定誤差を示すグラフであ
る。
【符号の説明】
５０    プローブ
５１    ウェーブガイド
５２    第１のヒートシンク（第２の断熱手段）
５３    第２のヒートシンク（第２の断熱手段）
５４    赤外線センサ
５５    第１のシリコンフィルム
５６    第２のシリコンフィルム
５７    ネジ
５８    Ｏリング（第１の断熱手段）
５９    間隙
７０    プローブ
７１    赤外線センサ
８３    熱電対チップ
８４    サーミスタ
８５    基板
８７    基材（第３の断熱手段）
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